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序　　　　　文

　1993年に発足した新生カンボジア王国は、過去20年にわたる内戦で負った社会経済基盤の崩

壊や、著しい人的損失といった「負債」を抱えながらも、市場経済へ移行することで国家復興を

めざしている。1994年に策定された国家復興開発計画（NPRB）の中期展望のなかでは、最初の

10年間で、GDPの倍増、保健医療・教育等社会サービスの向上があげられている。また、カンボ

ジア王国の基礎教育改善計画（1995～2000年）では、「教育の質の改善」が目標として掲げられ

ている。国家再建の礎となる教育の改善は、カンボジア王国にとって国家的な緊急課題であるが、

特に理数科分野において、実験・実習を取り入れた実践的な授業が、これまで全くといってよい

ほど行われなかったことは、重大な問題であり、早急に改善されなければならない。

　こうした背景を踏まえ、国際協力事業団は 1994年にプロジェクト形成調査を行い、1995 年に

は教育行政アドバイザーを長期専門家として派遣した。これに対してカンボジア王国政府は、

1996年に日本政府へ教育養成・訓練の質的向上を目的とするプロジェクト方式技術協力（現在は

技術協力プロジェクト）を要請してきた。基礎、事前、短期調査をそれぞれ実施した結果、この

支援は妥当なものと判断されたため、当事業団は2000年８月１日から３年間の予定で、理数科教

育改善計画プロジェクト（STEPSAM）を開始した。

　本調査団は、プロジェクト終了まで約６か月となった段階で、これまでの活動実績を確認し、

目標達成度の評価を行い、今後の対応を協議する目的で派遣された。この報告書は同調査団の調

査・協議結果を取りまとめたもので、プロジェクトの今後を考える資料として、広く活用される

ことを願うものである。

　最後に、今回の調査にご協力いただいた内外関係機関に改めて謝意を表するとともに、引き続

き一層のご支援をお願いする次第である。

　平成 15 年４月

国際協力事業団
社会開発協力部

　　　末森　満









略語一覧

ADB ： アジア開発銀行

C／ P ： カウンターパート

FOP ： 教員養成校

JCC ： 合同調整委員会

MoEYS ： 教育・青年・スポーツ省

NPRD ： 国家復興開発計画

PDM ： プロジェクト・デザイン・マトリックス

PDM0 ： 当初 PDM
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P／ O ： 活動計画

PRD ： Pedagogical Research Department

R ／ D ： 討議議事録

RUPP ： 王立プノンペン大学

SMEC ： 理数科教育センター

STEPSAM： 理数科教育改善計画プロジェクト



評価調査結果要約表

Ⅰ．案件の概要

国　名：カンボジア王国 案件名：理数科教育改善計画

分　野：教　育 援助形態：技術協力プロジェクト

所轄部署：社会開発協力部
協力金額（評価時点）：約５億円

社会開発協力第一課
先方関係機関：高等学校教員養成校、教育・青年・

スポーツ省（MoEYS）

日本側協力機関：文部科学省、名古屋大学、愛知教

（R／D）：2000年３月17日 育大学、岐阜大学、三重大学、奈良教育大学、東海

協力期間 女子短期大学

３年間（2000年８月１日～ 他の関連協力：国内研修、個別専門家派遣

2003年７月31日） （教育省アドバイザー等）

１．協力の背景と概要

　1994年に策定された国家復興開発計画（NPRD）の中期展望のなかでは、最初の10年間でGDP

の倍増、保健医療・教育等社会サービスの向上があげられている。また、カンボジア王国（以下、

「カンボジア」と記す）の基礎教育改善計画（1995～2000年）では、「教育の質の改善」が目標と

して掲げられている。そのような背景から、理数科分野の教員養成／訓練プログラム強化に係る

プロジェクト方式技術協力（現在は技術協力プロジェクト）の要請があった。

２．協力内容

（1）上位目標：カンボジアの理数科教員の能力が向上する。

（2）プロジェクト目標：　

1） 中等理数科教員養成・訓練の改善に係る中・長期計画が策定される。

2） 教員養成校（FOP）の理数科教育に係る機能・能力が向上する。

（3）成　果：

1） FOPの教員訓練プログラムの質が向上する。

2） 教官の指導能力が向上する。

3） 理数科教育に係る啓発活動が活発化する。

4） 中等理数科教員訓練に係る将来計画が策定される。

（4）投　入（評価時点・一部確定した予定を含む）

日本側：

長期専門家派遣 延べ ６名 146 M／M 機材供与 4,670万 5,000円

短期専門家派遣 延べ 19名 50 M／M その他（運営経費） １億2,237万円

研修員受入れ 延べ 12名 34 M／M

相手国側：

カウンターパート（C／P）配置 延べ12名M／M

ローカルコスト負担（施設増改築を含む）

旧事務所の提供、修復、C／Pの給料、その他リカレントコスト等



　

Ⅱ．終了時評価調査団員の概要

Ⅲ．評価結果の概要

１．評価結果の要約

（1）妥当性　

　　以下により妥当性は高いといえる。カンボジアの社会経済発展の基盤とされる人材育成

の必要性は依然高く、それを支援する日本側の協力支援体制も整いつつある。また、他の

援助機関は基礎教育整備に重点をおき、日本は後期中等教育に協力する唯一の援助機関で

ある。加えて、将来的にも、基礎教育拡充に伴う後期中等教育への就学率の増加と、それ

に伴う教員の需要拡大が予想される。

（2）有効性（達成度）

　　プロジェクト目標１の「中等理数科教員養成・訓練の改善に係る中・長期計画の策定」は

おおむね達成される見込みである。現在、中・長期計画案の位置づけと内容に関しての話し

合いが関係者のなかで進行し、実施可能性のある中等理数科教員養成・訓練中・長期計画（案）

が作成される見込みである。プロジェクト目標２の「教員養成校の理数科教育に係る機能・

能力が向上する」は、成果１及び２は、計画当初予想していた教員の基礎的能力が予想以上

に低かったため、プロジェクト期間内に十分に達成される見込みは低い。しかし、成果３の

理数科教育に係る啓発活動については、現職地方教員に対する訓練やニュースレターの発行

等によりほぼ達成される見込みである。

（3）効率性

　　本プロジェクトの長・短期の専門家投入はおおむね妥当であったが、理数科教育センター

（SMEC）の完成の遅れが、全体の効率性をやや低める結果となった。C／P研修は、内容的

にも有効なものであり、研修終了後、自前の実験器具を製作したりして、FOP教官たちは授

業で活用している。期間中に１名のC／Pが解任されたが、FOP教官としては現在も中心的

存在として就業しており、プロジェクトの効率性を低めたとはいえない。

（4）インパクト

　　上位目標の達成に係るインパクトは、現職教員対象のワークショップ実施、及びFOP卒業

生の能力向上によって徐々に発現し始めている。正のインパクトとしては、後期中等理科教

調査者

調査期間

団長・総括：乾　英二 国際協力事業団 社会開発協力部 社会開発協力

第一課長

理科教育 ：川泉　文男 名古屋大学 大学院 工学研究科 助教授

数学教育 ：鈴木　将史 愛知教育大学 数学教育講座 助教授

評価企画 ：薬師　弘幸 国際協力事業団 社会開発協力部 社会開発協力

第一課 職員

評価分析 ：江波戸　美智子 日本工営株式会社

2003年３月２日～2003年３月８日

（コンサルタント団員は１月19日～24日、

３月２日～７日）

評価種類：終了時評価



育において、年間６時間の実験導入を定めたガイドラインをMoEYSが全高校に向けて発令し

たり、教員養成局が、現職地方教員向けの理数科ワークショップのための予算を確保するな

ど、政府の積極的な関与が認められる。これは、理数科教育改善計画プロジェクト

（STEPSAM）の活動に対する評価が高かったことと、これによってMoEYSの高校理数科教育

に対する認識が高まったことによる。負のインパクトは、FOPのSTEPSAMへの財政面での

依存度が高まった可能性があるという点である。

（5）自立発展性

　　自立発展性を確保するためには、若干の時間が必要と思われる。FOPの組織、及び財政措

置の見通しが明確でないため、STEPSAMによって供与された資機材の活用・維持、及び活

動の継続などの可能性は不明な点が多い。一方でFOP教官は、SMECの実験器具などに係る

管理を既に実行しているため、彼らがFOPでの職務にある間は、最低限の機材維持に関する

自立性は確保できる可能性がある。しかし教官が、今後自分の力で教授能力の向上を図れる

ようなレベルには到達しておらず、継続支援が必要である。

２．効果発現に貢献した要因

（1）計画内容に関すること

・長期専門家の現状に対応する適応性と柔軟性

・高い専門知識をもった短期専門家の効果的投入

・学習者の主体性に配慮したアプローチの導入

・現地調達可能な材料を利用した実験器具、実験方法の導入

・外国語文献のクメール語への翻訳による情報の普及

（2）実施プロセスに関すること

・専門家とFOP教官の間でのコミュニケーションの円滑化による組織的能力の向上

・国内委員会との円滑かつ有効な情報交換

３．問題点及び問題を惹起した要因

（1）計画内容に関すること

・中・長期計画を何のために、誰のために策定するのかのコンセンサスが、関係者のなかに

欠けていた。

・当初PDM（PDM0）、改定PDM（PDM1）ともに、長・短期専門家を必要に応じて派遣する

と記述されている。また討議議事録（R／D）では理科・数学の専門家とされており、教

科ごとの専門家派遣が明確にされていなかった。したがって、物理、生物の専門家の投入

が遅れた。

（2）実施プロセスに関すること

　　プロジェクトを円滑に実施・運営していくために、運営指導調査時点でのプロジェクト・

デザイン・マトリックス（PDM）の改訂は妥当なものであった。しかし、３年というプロジェ

クト期間のなかで、効率性を高めるためには、SMECの早期完成が必要だった。また、FOP



教官への手当の支給に関して、しばしばプロジェクト活動が影響を受けたり、専門家との軋

轢が生じたりした。しかし、手当の支給はプロジェクトの運営のためにはやむを得なかった

と考えられる。

４．提　言（本プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言）

（1）プロジェクト期間の延長

　　以下の理由から本調査団は、本プロジェクトの１年３か月間（2004年10月末日まで）の期

間の延長を関係者に対し提言する。

1） 計画当初に設定した目標のうち、成果１（FOPの教育訓練プログラムの質の向上）成

果２（教官の指導能力の向上）の達成度が現在低く、プロジェクト目標２（FOPの理数科

教育に関する能力向上）が、当初設定したプロジェクト期間３年で達成される見込みが低

い。

2） SMECを活用した実験実習を伴った理数科教育の改善は、種々の成果を生み出しつつあ

り、あと２期分のスクールイヤーのプロジェクト活動を継続することにより、その効果を

着実なものにする見込みが高い。

（2）プロジェクト期間を延長した場合の各学科の活動計画

　　上記に従い、プロジェクト期間を１年３か月延長した場合の各教科の技術移転計画を、今

後、専門家とC／Pとの間で詳細を検討し、３月末日までに完成すること。

（3）SMEC

　　SMECの活用・運営のための委員会を設置し、同センターの運営・管理、施設の年間活用

計画、及びプロジェクト終了後の維持管理予算確保の検討を行うこと。

（4）人員配置（C／Pのインセンティブ）

　　C／Pの採用・配置については、より効果的・効率的な技術協力を実施するために、今後

とも専門家チームともよく協議しながら取り組むこと。また、ワークショップやインサーブ

トレーニングについては、C／Pだけではなく、該当分野の教官全体に技術移転ができるよ

うに可能な限り配慮すること。

（5）中・長期計画の策定

　　中・長期計画については、日本・カンボジア双方で検討し、2003年７月までにそのドラフ

トを完成する。また、プロジェクトが延長された場合は、その計画の実施可能性やより詳細

な調査に日本・カンボジア双方で取り組むこととする。

７．教　訓

（1）プロジェクト期間

　　教育分野のプロジェクトを実施する場合は、その効果の発現までに時間を要する場合が多

く、特に当該国で初めて協力を開始する場合は、その実施期間の設定は慎重に検討すべきで

ある。



（2）プロジェクト評価

　　プロジェクトの評価については、計画開始時より、具体的な評価指標を設定し、その指

標の有効性等についても、プロジェクト開始からなるべく早い段階で見直すべきである。
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第１章　終了時評価調査の概要

１－１　調査団派遣の経緯と目的

　1993年に発足した新生カンボジア王国（以下、「カンボジア」と記す）は、過去20年にわたっ

た内戦による社会経済基盤の崩壊や、著しい人的損失といった「負債」を負いながら、市場経済

への移行期のなかで国家復興をめざして努力を続けている。経済発展を加速させ、国際社会の一

員としての責任を全うできる質の高い人材の育成を、教育の充実を通じて達成することが国家開

発計画においても強調されている。しかし、その一方で、それを担うべき教師に対する教育実施

体制あるいは教員養成体制は、決して十分なものとはいえないのが現状である。国家再建の礎と

なるべき教育現場における教師の質的・量的な改善、及び各種教材の開発は、国家的な緊急課題

であるが、特に理数科教育の分野において、生徒が科学的な思考を身につけるために必須である

実験・実習を取り入れた実践的な授業は、過去から現在に至るまで全くといってよいほど行われ

ていない。従来の座学型授業を、生徒中心の実践型授業に速やかに改善していくことが必要であ

ると考えられる。

　こうした背景の下、国際協力事業団（JICA）は 1994 年にプロジェクト形成調査を実施、カン

ボジアにおける学校教育、特に理数科教育に関する現状の把握、問題分析、及び可能かつ効果的

な援助の方向性などについて調査した。1995 年には教育・青年・スポーツ省（MoEYS）に長期

専門家として教育行政アドバイザーを派遣し、よりきめの細かい調査を続けながら、教育分野に

おける案件形成を推進した。これらの動きに対応して、1996 年カンボジア政府は日本政府に対

し、カリキュラム・シラバスの改善や教材の開発を含む、教員養成・訓練の質的向上を目的とす

るプロジェクト方式技術協力（現在は技術協力プロジェクト）を要請してきた。1997年夏に勃発

した武力衝突により、その年に予定されていた基礎調査団の派遣は中止となり、案件は一時棚上

げされる形となった。その後紛争は沈静化し、社会も徐々に平穏を取り戻すに至り、カンボジア

側は再度技術協力を要請してきた。これを受けて JICAは基礎、事前、短期調査を行った。その

結果から、理数科教育改善のための支援を行うことは適当であると判断し、2000年８月１日か

ら３年間の予定で理数科教育改善計画プロジェクト（STEPSAM）を開始した。

　本終了時評価調査は、プロジェクト終了まで約６か月となった段階で、これまでの活動実績の

確認や目標達成度の評価を行い、協力期間終了を念頭に置き、今後の対応方針について協議する

ことを目的として実施した。
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担当分野

団長・総括

理 科 教 育

数 学 教 育

評 価 企 画

評 価 分 析

氏　名

乾　　　　英二

川泉　　　文男

鈴木　　　将史

薬師　　　弘幸

江波戸　美智子

所　　属

国際協力事業団 社会開発協力部 社会開発協力第一課長

名古屋大学 大学院 工学研究科 助教授

愛知教育大学 数学教育講座 助教授

国際協力事業団 社会開発協力部 社会開発協力第一課 職員

日本工営株式会社

１－２　調査団の構成

１－３　調査日程

月　日（曜）

１月19日（日）

１月20日（月）

１月21日（火）

１月22日（水）

１月23日（木）

１月24日（金）

１月25日（土）

３月 ２日（日）

８：30

10：30

12：00

８：00

10：00

14：00

16：00

11：00

14：00

16：00

８：30

14：00

16：00

８：30

10：30

14：00

15：00

16：00

調査工程

江波戸団員（評価分析）

成田発→バンコク→プノンペン（18：45）（TG698）

教員養成校（FOP）校長（Dr. Thor Sor）との打合せ

JICA事務所打合せ

専門家チームとの打合せ

専門家チームへのヒアリング

理数科教育センター（SMEC）の調査

FOP校長（Dr. Thor Sor）へのヒアリング

清水専門家（教育アドバイザー）へのヒアリング

FOP教官へのグループインタビュー

専門家チームへのヒアリング

アジア開発銀行（ADB）コンサルタントへのヒアリング

カウンターパート（C／P）へのグループインタビュー

専門家チームへのヒアリング

FOP卒業生へのグループインタビュー

教員養成局長（H.E. Nath Bunroeun）へのヒアリング

FOPワークショップ参加者へのグループインタビュー

Mr. David Ford氏〔王立プノンペン大学（RUPP）〕へのヒア

リング

村田チーフアドバイザーとの打合せ

プロジェクトチームとの打合せ

Pedagogical Research Department （PRD） （Dr. Nooraya

Zakaria： ADBコンサルタント）

JICA事務所報告

プノンペン発→バンコク（TG699）

→成田着（６：25） （JL704）

乾団長、川泉団員、鈴木団員、薬師団員、江波戸団員

成田発→バンコク→プノンペン（18：45）（TG698）

（川泉、鈴木団員は名古屋発、バンコクで合流）

日順

１

２

３

４

５

６

７

８
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月　日（曜）

３月 ３日（月）

３月 ４日（火）

３月 ５日（水）

３月 ６日（木）

３月 ７日（金）

８：30

11：30

14：30

15：30

８：30

14：00

15：30

午　前

午　後

午　前

午　後

９：00

10：30

14：00

15：30

20：25

調査工程

専門家チームとの打合せ

JICAカンボジア事務所打合せ

MoEYS（Im Sethy長官）へのヒアリング

FOPのC／Pへのヒアリング／専門家チームとの打合せ

専門家チームへのヒアリング

FOP校長（Dr. Thor Sor）へのヒアリング

MoEYS教員養成局長（H.E. Nath Bunroeun）へのヒアリング

FOP授業視察（ビデオ）、専門家チームとの打合せ

ミニッツ案作成

合同調整委員会

ミニッツ署名・交換

調査団主催レセプション

カンボジア開発協議会表敬

在カンボジア日本国大使館報告

JICAカンボジア事務所報告

MoEYS大臣表敬

プノンペン（TG699）→バンコク

→成田（６：25）（JL704）（乾団長、薬師団員、江波戸団員）

→福岡（JL648）→名古屋（11：20）（JL824）（川泉団員、鈴

木団員）

日順

９

10

11

12

13

14

１－４　主要面談者

（1）教育・青年・スポーツ省：Ministry of Education, Youth and Sport（MoEYS）

H.E. Tol Lah Deputy Prime Minister / Minister of MoEYS

H.E. Im Sethy Secretary of State

H.E. Nath Bunroeun Director of Teacher Training Department

Ms. Ton Sa Im　 Director of Pedagogical Research Department

Ms. Kuy Phala Deputy Director of Planning Department

（2）教員養成校：Faculty of Pedagogy（FOP）

Dr. Thor Sor Dean

（3）王立プノンペン大学：Royal University of Phnom Penh（RUPP）

H.E. Pith Chamnam Rector

Dr. Neth Barom Vice Rector
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（4）カンボジア開発評議会：Council for the Development of Cambodia

Ms. Heng Sokun Director, Bilateral Aid Coordination, Department of

Japan-Asia Pacific-America

安達　一 JICA 専門家

（5）在カンボジア日本国大使館

篠原　勝弘 公　使

惟住　智昭 二等書記官

渡辺　祐二 二等書記官

（6）JICA カンボジア事務所

力石　寿郎 所　長

原　　智佐 次　長

合澤　栄美 担当所員

（7）プロジェクト専門家

村田　隆一 チーフアドバイザー

菊池　洋 業務調整員

高橋　光治 専門家（数学教育）

前田　美子 専門家（理科教育）

四家　明彦 専門家（物理教育）

村山　哲也 専門家（生物教育／将来計画）
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名　称

協力期間

上位目標

プロジェクト目標

期待される成果

カンボジア理数科教育改善計画プロジェクト（STEPSAM）

Secondary School Teacher Training Project in Science and Mathematics

2000年８月１日～2003年７月31日（３年間）

カンボジアの理数科教員の能力が向上する。

1） 中等理数科教員養成・訓練の改善に係る中・長期計画が策定される。

2） 教員養成校（FOP）の理数科教育に係る機能・能力が向上する。

1） FOPの教員訓練プログラムの質が向上する。

2） 教官の指導能力が向上する。

3） 理数科教育に係る啓発活動が活発化する。

4） 中等理数科教員訓練に係る将来計画が策定される。

第２章　プロジェクトの概要

２－１　基本計画

２－２　プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）

　本プロジェクトは参加型計画手法に基づいて計画が策定された。PDMは、プロジェクトの個々

の活動とプロジェクト目標の論理的整合性を示すものであり、本プロジェクトはこれに基づいて

運営・管理が行われ、プロジェクト期間内に必要に応じて修正された。本プロジェクトでは、2001年

９月の運営指導調査において当初PDM（PDM0）が修正され、改定PDM（PDM1）が作成された。

修正箇所に関しては、２－３のとおりである。また本評価調査実施にあたりPDM0、及びPDM1

を基に、評価用 PDM（PDMe）を３－２、及び付属資料１．ミニッツANNEX 1（日本語は付属

資料４）のとおり作成した。

２－３　PDMの変遷

（1）PDM0 から PDM1 へ

　　2001年９月に実施された運営指導調査に基づきPDM0に変更が加えられ、PDM1が作成され

た。以下に変更の概略を示す。

1） ターゲットグループ

　　FOP及び関係部局でワーキンググループを創設し、カウンターパート（C／ P）とするこ

ととしていたが、常設のワーキンググループを組織する活動自体に労力を要し、ワーキング

グループの規模も大きくなってしまうことから、FOP教官グループをプロジェクトの対象

とし、ワーキンググループは特定のミッションに従って開設・運営するアドホックなものと

位置づけた。
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2）インサービストレーニング

　　FOPには現状では該当するコースが設置されていないことから、本プロジェクトの活動範

囲からも除外し、本文言を PDMから削ることとした。ただし、ワークショップ（地方・市

内）の運営、ワーキンググループの活動、ニュースレターの発行などを通じて、波及的に一

般の教師などに及ぼす効果も視野に入れた活動を展開することとした。

3） National Center for Science and Mathematics Education

　　現段階では同センターの設立目的、組織的位置づけが明確でないことから、PDMより削除

することとし、本プロジェクトでは、将来の理数科教育における secondary school teacher

training の活動計画を策定するにとどめることとした。

２－４　活動計画

　付属資料１．ミニッツのANNEX 2 のとおり。
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第３章　終了時評価の方法

３－１　評価の手法

　本終了時評価は「JICA 事業評価ガイドライン」に沿って、①プロジェクト・デザイン・マト

リックス（PDM）に基づいた評価デザインの検討〔評価用 PDM （PDMe）の作成、及び評価グ

リッド（評価調査表）の作成〕、②プロジェクトの実績収集、③評価５項目（「妥当性」「有効性」

「効率性」「インパクト」「自立発展性」）からの分析、④分析結果に基づく総合判定（結論）、⑤

評価結果の提示（提言、教訓）、⑥活用（結果の公開、フィードバック）の流れで実施した。

３－２　PDMeの作成

　本調査においては、当初PDM（PDM0）及び改定PDM（PDM1）に基づき、指標を明確化する

必要性があったため、いくつかの指標を追加し、付属資料１．ミニッツの ANNEX 1 のとおり

PDMe を作成した。変更箇所は以下のとおりである。

（1）上位目標

　　指標及び指標入手手段を追加した。本調査実施時点では、これらの指標を用いて評価するこ

とは不可能であるが、将来的にカンボジアの教育統計が整備されれば、このような客観指標に

基づいて、教員の能力向上を評価することは可能である。

指　標：「カンボジアの理数科教員の能力が向上する」

指標入手手段：「教員の有効性に関する国家統計（教員の知識度の統計、教員の教育に対す

る姿勢に関する統計、生徒の到達度などが考えられる）」

（2）プロジェクト目標

　　プロジェクト目標２に関する指標、及び指標入手手段を追加した。

指　標：「教員養成校（FOP）学生の能力が向上する」

指標入手手段：「FOP 校長、教員養成局長への聞き取り」「FOP 卒業生への聞き取り」

（3）成　果

　　成果の指標と指標入手手段を以下のとおり追加した。

1） 成果１

指標１－４：「評価が実施される」

プロジェクト活動の１つとみなし、活動へ移行した。
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2） 成果２

指標２：「新たな教授方法と教材が FOP 研修生によって使用される」

指標入手手段

短期専門家への聞き取り

FOP教官に対する質問票（教授方法や教材

に関する知識度を調べる）

専門家の観察

FOP卒業生による評価

指　　標

２－１：理数科教育の基礎概念に対するFOP教

官の理解が向上する。

２－２：FOP教官の理数科教育教授法や教材に

関する知識が向上する。

２－３：導入された教授方法や教材を教官が活

用する能力が向上する。

3） 成果３

指標３：「関係者、組織の広報活動への参加やプロジェクトの認識度を評価する」

に加えて以下の指標と指標入手手段を追加した。

指標入手手段

出版物リスト

ワークショップ実施実績

ワークショップ参加者、関係者、関連団体

の認識度に関する聞き取り

指　　標

３－１：FOPの理数科教育に関する情報発信機

能が強化される。

３－２：関係者及び関連団体に向けて、新たに

導入された教授方法を紹介したり、実験を実

施する能力が向上する。

３－３：関係者、関係団体の間で理数科教育に

関する認識が高まる。

３－３　評価のための情報

　過去の実績を評価するために主に以下の情報を参考にした。

（1）討議議事録（R ／ D）、活動計画（P ／ O）、ミニッツ、四半期報告書

（2）PDM

（3）プロジェクトへの投入、プロジェクトの成果に関するデータ

（4）質問票回答、インタビュー結果

（5）直接観察
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第４章　評価結果

４－１　評価用PDM（PDMe）に基づく計画達成度

　本終了時評価調査の結果、プロジェクト目標１「中等理数科教員養成・訓練の改善に係る中・

長期計画が策定される」は、若干の軌道修正が必要ではあるものの、2003年７月末日までには達

成される見込みである。

　一方プロジェクト目標２「教員養成校（FOP）の理数科教育に係る機能・能力が向上する」に

ついては、成果１及び２の達成状況が十分ではなく、期待されるレベルまで到達するには、当初

の協力期間よりも若干の時間を要するものと思われる。

　計画達成度の概要は以下を参照。

表－１　PDMe に基づく計画達成度

プロジェクトの要約

【上位目標】

　カンボジアの理数

科教員の能力が向上

する。

【プロジェクト目標】

１．中等理数科教員

養成・訓練の改

善に係る中・長

期計画が策定さ

れる。

２．FOPの理数科教

育に係る機能・

能力が向上す

る。

指　標

理数科教員の指導能

力が向上する。

１．理数科教員養成・

訓練の中・長期

計画（案）が教

育・青年・スポー

ツ省（MoEYS）

に提出される。

２．FOP学生の能力

が 向 上 す る

（FOP 学生の理

数科教育に係る

知識レベルが向

上する）。

結　　果

　上位目標の達成は、明確に確認することはで

きないが、地方での現職教員を対象としたワー

クショップやFOP卒業生を通じて、部分的に達

成されている。

１．本調査実施時点では、中・長期計画案の内容

は、カリキュラム、テキスト改訂という限定

的な内容にとどまっていた。今後、カンボジ

ア関係者とも協議し、最終案を作成する必

要がある。

２．校長らへの聞き取りでは、FOPの学生（卒業

生）の能力は向上したと判断される。また、

理 数 科 教 育 改 善 計 画 プ ロ ジ ェ ク ト

（STEPSAM）開始後の卒業生も、FOPで学

んだことの有効性と、彼らの能力は他の教

員に比べて高いと認識していることから、

FOPの理数科教育に係る機能・能力は、プロ

ジェクト開始当時と比較して向上したと判

断される。
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プロジェクトの要約

【成　果】

１．FOPの教員訓練

プログラムの質

が向上する。

２．FOP教官の指導

能力が向上す

る。

指　標

１－１　FOPの教員

養成訓練のための

カリキュラム、シ

ラバス、参考文献

が、ワーキンググ

ループとともに新

たに開発される。

１－２　教材が開発

される。

１－３　教員養成訓

練が開発されたカ

リキュラムや教材

に基づいて十分に

実施される。

２－１　理数科教育

の基礎概念に対す

るFOP教官の理解

が向上する。

２－２　FOP教官の

理数科教育教授方

法や教材に関する

知識が向上する。

結　果

　しかし、プロジェクト開始当初は実験・演習を

実践する環境が整っていなかったため、成果２

の達成状況が十分ではなく、FOPの教官に求め

られるレベルに達するには、専門家チームの支

援の下に建設した理数科教育センター（SMEC）

で、実験・演習を通じた活動を引き続き実践する

必要がある。成果１についても成果２の達成状

況に起因して、十分な成果をあげるには至って

いない。これによりプロジェクト目標２を達成

するには若干の時間が必要と思われる。

成果１

　新たな FOP教員養成カリキュラムや教材が、

日本人専門家とFOP教官によって整備、作成さ

れた（参考図書リストはANNEX 5-5、教材リス

トはANNEX 5-6を参照）。また、外国語の参考文

献がクメール語に翻訳され、FOP教官全員の能

力向上に貢献した。

　また、STEPSAM開始後のFOP卒業生は、FOP

で学んだ内容が有効であるとしており、新規カ

リキュラムに基づいた教員養成訓練は、十分に

実施されたといえる。

　しかし、FOP教官の実験や教授方法に関する

知識が担当科目全般にわたるものでないことか

ら、１－３の教員養成訓練が、開発されたカリ

キュラムや教材に基づいて十分に実施されてい

るとはいえない。

成果２

　長・短期の専門家は、相対的にはFOP教官の

能力は大きく向上したと評価している。また、

ほぼすべての教官が、STEPSAMによる何らかの

教授方法の変化を認めている。しかし、それらの

改善は担当科目全般にわたるものではなく、部

分的であることも明らかになった。

　また、FOP教官は、新たに学んだ教授方法や実

験を独力で活用していくことには依然として不

安を抱えていることが明らかになった。さらに、

FOP教官に科学的思考が依然として定着してい

ないことを、専門家は指摘している。



－ 11 －

プロジェクトの要約

３．理数科教育に係

る啓発活動が活

発化する。

４．中等理数科教員

訓練に係る将来

計画が策定され

る。

指　標

２－３　導入された

教授方法や教材を

教官が活用する能

力が向上する。

３－１　FOPの理数

科教育に関する情

報発信機能が強化

される。

３－２　関係者及び

関連団体に向け

て、新たに導入さ

れた教授方法を紹

介したり、実験を

実施する能力が向

上する。

３－３　 関係者、関

係団体の間で理数

科教育に関する認

識が高まる。

４．中等理数科教員

訓練に係る将来

計画が策定され

る。

結　果

　FOP教官の担当科目に関する基礎知識、及び

教授方法に関する質問票調査結果は、付属資料

１．ミニッツのANNEX 5-10 参照。

　FOP教官により、地方の現職教員を対象にし

たワークショップの実施や、ニュースレターの

発行、電子メールのニュース、ニュースレター、

実験書、生物辞書〔原稿は王立プノンペン大学

（RUPP）で活動するオーストラリア人が提供、印

刷費はSTEPSAMが負担〕等様々な形で情報発信

を行っている（発行部数及び費用に関しては、付

属資料１．ミニッツANNEX 5-8を参照）。

　ワークショップの参加者は、配布された資料

や内容は適切であったと評価している。しかし、

配布資料の項目の配列が、現行のカリキュラム

に沿っていないことが指摘されている。この点

の検証、改善が必要である（実施地域及び参加者

数に関しては、付属資料１．ミニッツのANNEX

5-7を参照）。

　現職教員研修（ワークショップ）の予算化、実

験導入を示すガイドラインの作成等のインパク

トにかんがみれば、関係者、関係団体の間で理数

科教育に関する認識は、非常に高くなったと判

断できる。

　本調査実施時点では、中・長期計画案の内容

は、カリキュラム、テキスト改訂という限定的な

内容にとどまっていた。今後、カンボジア関係者

とも協議し、最終案を作成する必要がある。

４－２　科目別計画達成度

　付属資料６．を参照。

４－３　実施プロセス

　プロジェクト実施プロセスは、おおむね妥当かつ効率的だったと評価できる。プロジェクトは、

合同調整委員会（JCC）、運営委員会、及び国内委員会の協力の下に実施された。

（1）プロジェクト実施体制の確立

　　プロジェクト運営体制は、付属資料の７－（1）を参照。MoEYS、JICA専門家、カンボジア
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政府関係者の間で、JCC、運営委員会が組織された。JCCは１年に１回、運営委員会は半年に

１度開催され、関係者の間でプロジェクトの進捗などについての情報交換が行われた。特に国

内委員会は、プロジェクト専門家に対する技術的な助言、カウンターパート（C／ P）の本邦

研修の受入れ、短期専門家の派遣など、積極的にプロジェクト活動の実施に貢献した。

（2）運営指導調査

　　運営指導調査は 2001 年９月に実施され、プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）

の修正や提言を通じて、プロジェクト運営の効率性を高めた。

（3）コミュニケーション

　　日本人専門家とFOP教官の間のコミュニケーションはおおむね良好だった。また、プロジェ

クトとカンボジア教員養成局、MoEYS や教育セクターで活動する個人・団体との情報交換も

活発に行われ、プロジェクトの運営に貢献した。

４－４　５項目評価による調査結果

４－４－１　妥当性

　本プロジェクトは以下の点において妥当であると考えられるため、その実施について、妥当性

は高いものと判断できる。

（1）カンボジア国家政策

　　STEPSAMの国家開発計画、教育セクターのニーズに照らしての妥当性は高い。カンボジ

アは、1994 年の国家復興開発計画（NPRD）、及び 2001 年の社会経済開発計画で、経済開発

のための産業振興、人材育成を打ち出している。これらのニーズに対しては、中等及び高等

教育の教育内容の改革が必要であり、特に中等教育においては、理数科知識に代表される実

務直結型の能力育成が求められる１。本プロジェクトで実施している中等理数科教育は、こ

の点において妥当であると考えられる。

（2）カンボジア教育セクターのニーズ

　　今後基礎教育が拡充されることによって、後期中等教育への進学率も急激に増加すること

が予想されることから、長期的なカンボジア教育開発支援の視点において、本プロジェクト

の妥当性は高いと考えられる。

　　また、現状ではFOPの教官の資格制度が不在であるため、教官の資質が一定でなく、指導

１　国際協力事業団、国際協力総合研修所（2001）『国別援助研究会報告書』P.251。
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内容も統一性を欠いている一方で、教官の研修や能力向上プログラムが未整備である２状況

にかんがみれば、本プロジェクトで実施している FOP へのアプローチは、極めてニーズに

合ったものと考えられる。

（3）他ドナーの支援との関係

　　現在のところ教育分野における各ドナーの支援は、基礎教育が主流であり、後期中等教育

分野で支援を行っているのは、本プロジェクトのみである。したがってニーズのある中等教

育分野で JICA が本プロジェクトを実施する意義は極めて大きい。

（4）日本の援助の優位性

　　JICAは、カンボジアにおける協力の重点項目の１つに「教育の充実」をあげており、特に

理数科教育の改善については、工業開発等の経済開発を進めるうえで必要であるとしてい

る。また、日本は理数科教育分野への援助の経験と知識を十分有しており、この蓄積におい

て本プロジェクト実施の妥当性を一層高めている。

４－４－２　有効性

　すべてのプロジェクト活動は、プロジェクト目標の達成に貢献するために効果的かつ妥当なも

のであった。一方で４－１に示したとおり、プロジェクト目標１「FOPの理数科教育に係る機

能・能力が向上する」については、現時点ではその達成状況は十分ではなく、今後SMECを活用

した実験・演習を継続することで、期待レベルに達するものと思われる。そのほかの有効性に係

る調査結果は以下のとおりである。

（1）SMECの建設は、FOP教官や学生が実験、実習を通じて学び、教える環境が整うこととな

り、FOP教官の能力向上に大きく貢献している。論理的な思考や抽象概念の理解等、理数科

に求められる基礎能力を育てるためには、実験、実習の導入が有効であるが、SMECが建設

されるまでは、実験・実習を行うための設備が十分ではなかったため、その活動は非常に限

られていた。SMECの建設によってこのような問題が解決され、FOPの教官及び学生が実験・

実習を行える環境が整ったことは、プロジェクト目標を達成するうえで非常に有効であると

考えられる。それゆえに、SMECの完成が当初予定していたよりも大幅に遅れたことによっ

て〔４－４－３（３）参照〕、プロジェクト期間中に実験・演習等を行う期間が短くなって

しまったことが悔やまれる。

（2）C／Pの能力の向上により、C／ P以外のFOP教官への知識の移転がより効率的に行われ

２　国際協力事業団、国際協力総合研修所（2001）『国別援助研究会報告書』P.250。
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た。

（3）地方でのワークショップの実施は、FOP教官が自信をつけることとなり、彼らの学習意欲

が刺激され自主的に学ぶきっかけになった。

（4）出版物の製作では、読み手に分かる文章や教材を作成する能力を向上させた結果、彼ら自

身の能力向上に貢献した。

４－４－３　効率性

　投入は、質・量ともにおおむね適切であったと判断される。ただしSMECの建設については、

プロジェクト開始後決定し、その完成も当初の予定より遅れたことから投入が適切なタイミング

とはならず、その結果、整った環境で実験や演習を実践する期間が短くなった。

（1）長期専門家

　　長期専門家派遣はおおむね効率的であった。当初、チーフアドバイザー、業務調整員、理

科、数学、合計４名の長期専門家が配置された。理科教育専門家１名で化学・生物・物理の

３教科の活動を実施することは適切でなく、活動の効率性をやや低めた。しかし、2001 年

５月より物理教育専門家、2002 年７月より生物教育専門家が派遣され、効率性は改善され

た。専門家による指導方法・内容はおおむね適切だった。

（2）短期専門家

　　短期専門家派遣は、人数・指導内容・派遣時期などについて、おおむね効率的に実施され

た。FOP教官の担当科目についての専門知識の向上に貢献し、効率性を高めた。短期専門家

は国内委員、及びその推薦者が派遣されており、日常の頻繁な情報交換により、プロジェク

トのニーズに合った内容の指導が実施された。一方で、派遣された短期専門家は、皆国内の

大学に所属していたため、派遣できる時期が限られており、派遣時期がプロジェクトのニー

ズと必ずしも合致しないケースがあった。

（3）SMEC

　　SMEC の規模、質は適切だった。現在では、約４割の FOP 学生が SMEC を毎日利用し、

またそのほかの学生も SMEC 内の図書室を利用するなど活用頻度は高い。

　　しかし、プロジェクト開始後にSMECの投入が決定されたこと、完成が当初の予定より大

幅に遅れたこと（当初の予定は2001年 12月だったが、実際の完成は2002 年７月だった）、

完成の遅れに伴い薬品、実験器具などの整備が遅れたこと、参考図書は、注文から文献の到

着まで半年以上かかるため、時間を要したことなどの理由で、数学、理科全教科でSMECを

活用した活動の進捗が遅れ、当初の協力期間終了時までにSMECを活用し、十分な成果をあ
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げる見込みが立たない結果となっている。

（4）C ／ P 本邦研修

　　C／P研修の内容、派遣人数、実施時期などは、ほぼ効率的であった。C／ Pの 12名全員

が２～３か月の本邦研修を受講している。研修修了後は、実験の実施、身近な材料を用いて

の実験器具の作成、教材作成などを通じて、その成果がFOP教員養成研修の指導に活用され

ている。研修内容は、国内委員会の協力によりカンボジアの現状に沿ったものだった。化

学のC／P１名が経済的な理由により、C／Pからはずれることとなったが、現在もFOPに

継続して勤務しており、教官のなかでも中心的な存在であるため、効率性にはそれほど影響

はなかったと考えられる。

（5）地方での現職教員向けワークショップ

　　現職教員を対象に地方で実施されたワークショップは、プロジェクト目標と上位目標の達

成の両方に貢献するものであり、効率的に実施された。また、この活動は、ワークショップ

参加者だけでなく、MoEYS から大きく評価され、今後の活動拡大が期待されている。

（6）C ／ P

　　C／Pは、現在は各教科３名ずつ、合計12名が配置されている。C／Pの基礎知識は、当

初想定していた大卒レベルを下回っていることがプロジェクト開始後判明しため、基礎知識

の理解のために時間を割くことが必要となった。そのような状況のなか、現在はおおむね効

率的に配置されている。C／Pは、他の教官と日本人専門家の間のコミュニケーションを円

滑にし、リソースパーソンとしての役割を果たしている。

４－４－４　インパクト

　MoEYS による理科実験導入ガイドラインの発令、地方現職教員のためのワークショップ実施

費用の予算化、上位目標の部分的達成など多くの正のインパクトが発現している。

（1）上位目標の発現

　　地方での現職教員対象に実施したワークショップ参加者（延べ 913 人）、及び FOP卒業生

（理数科、延べ 329 人）を通じて、上位目標の達成に貢献している。

（2）FOP への正のインパクト

　　FOPのマネージメントのなかでも、本プロジェクトの教員養成手法を取り入れることの有

効性・必要性の認識が生まれてきており、理数科以外の科目の教員養成へのアプローチが変
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わっていく可能性も見込まれる。

（3） 政策レベルへの正のインパクト

　　本プロジェクトの実施により、カンボジア政府のなかで、中等理数科教育への理解と関心

が高まり、積極的に改善を図る動きが見え始めてきている。これまで後期中等教育の授業で

は、実験は導入されていなかったが、本プロジェクトの活動を受けて、年間６時間の実験導

入を示すガイドラインが作成された。また、これまでなかった現職教員へのワークショップ

の費用が予算化されるなど、MoEYS の中等理数科教員養成へのコミットメントは格段と向

上している。

（4） 日本国内への正のインパク

　　本プロジェクトは国内委員会、及びその関係者との結びつきが非常に強く、結果これらの

関係者がJICAの活動、国際協力、及びカンボジアの教育事情等について理解を深めることと

なった。今後プロジェクトが終了したあとも、これらの日本国内の関係者、関係機関が、引

き続き何らかの形でカンボジアへの教育支援、文化交流等を促進していくことが期待される。

（5）C ／ P 研修を通じての日本人専門家とのつながり

　　C／ P研修を通じて、研修関係者とC／ Pとの信頼関係が醸成された。これにより帰国後

もC／Pが担当科目に関して、日本の研修受入先に自由に質問等ができる環境がつくられた。

（6）他の団体との連携

　　アジア開発銀行（ADB）や、他の高等教育分野で活動する専門家との連携が形成されつつ

あることは、今後の日本が、カンボジアにおける教育分野での協力を考えるうえで有益で

あった。また、RUPP理学部との協力関係もできており、今後FOPに入学する学生の質の向

上にも本プロジェクトの活動が貢献できる可能性がある。

（7）その他のインパクト

　　プロジェクトの円滑な実施のためにはやむを得なかったが、C／Pを含むFOP教官に手当

を支給したことにより、外部援助機関への依存度が高まったことが懸念される。

４－４－５　自立発展性

　カンボジア教員養成制度のなかでのFOPの組織的位置づけがあいまいであること、FOP教官の

教授方法や実験器具に関する知識が依然として網羅的でなく、定着していないこと、SMECの維
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持管理体制が整っていないことなどから、自立発展性を確保するには、若干の時間が必要と思わ

れる。しかし、教員養成局による現職教員のためのワークショップ費用の予算化は、本プロジェ

クトの活動の自立発展性を部分的に保証するものであり、将来の継続的な活動に期待ができる。

（1）組織・制度の自立発展性

　　FOP教官が、SMECを有効活用するために必要な知識を十分に移転されるまでには、若干

の時間が必要であると思われる。また、今後専門家チームの支援の下、SMECの維持管理、

有効活用のための委員会が組織されることとなっており、これが機能するようになれば、

SMECの自立発展性はある程度確保されるものと思われる。現時点では、プロジェクトチー

ムと FOP 教官の共同で、日常の基本的な管理が行われている。

　　また、カンボジア教育制度のなかでのFOPの位置づけに不透明さが残されているため、継

続してMoEYS、FOP 間の話し合いの経過を観察する必要がある。

（2）財政的自立発展性

　　FOPが本プロジェクトの活動、及び供与資機材を継続して活用し、後期中等理数科教員の

質の向上に貢献するためには、施設、機材等の維持管理、及び人件費にかかる予算の確保が

必須である。本調査実施時点では、FOPの予算計画は明確でなかったため、引き続きモニタ

リングしていく必要がある。その一方で、後期中等教育における現職教員対象のワークショッ

プにかかる予算は確保されたため、本活動については継続的に実施されるものと思われる。

（3）技術的自立発展性

　　先に述べたように、理科・数学ともに基礎知識の定着が十分でなく、現時点では、理科で

はすべての実験器具を活用することに不安をもつ教官が多く見られた。技術的な自立発展性

を確保するためには、日本人専門家による実験指導、及び実習に係る指導が引き続き必要で

ある。

４－５　結　論

　本プロジェクト目標２の「FOPの理数科教育に係る機能・能力が向上する」は、プロジェクト

開始時点からみて大きく向上したものと評価できる。しかし、プロジェクト目標２に係る、成果

１と２が十分に達成されておらず、FOP教官の基礎知識、及び教授方法に係る知識の向上は限定

的なものにとどまっており、当初期待された達成度は得られなかった。これによりプロジェクト

目標２の達成度を低めることとなり、またSMECの自立発展的な活用にも影響を与えた。以上の

評価結果を踏まえれば、プロジェクトの有効性、効率性、自立発展性を更に向上させるために一

層の継続支援が望まれる。
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第５章　提言と教訓

５－１　提　言（本プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言）

（1）プロジェクト期間の延長

　　以下の理由から、本調査団は本プロジェクトの１年３か月間（2004 年 10 月末日まで）のプ

ロジェクト期間の延長をプロジェクト関係者に対し提言する。

1） 計画当初に設定した目標のうち、成果１〔教員養成校（FOP）の教育訓練プログラムの質

の向上〕、成果２（教官の指導能力の向上）の達成度が現在は十分ではなく、プロジェクト

目標２（FOPの理数科教育に関する能力向上）が、当初設定したプロジェクト期間３年では

達成される見込みが低い。

2） 理数科教育センター（SMEC）を活用した実験実習を伴なった理数科教育の改善は、種々

の成果を生み出しつつあり、あと２期分のスクールイヤーのプロジェクト活動を継続するこ

とにより、その効果を着実にする見込みが高い。

（2）プロジェクト期間を延長した場合の各学科の活動計画

　　上記に従い、プロジェクト期間を１年３か月延長した場合の各教科の技術移転計画を、今

後、専門家とカウンターパート（C／ P）との間で詳細を検討し、３月末日までに完成するこ

と。

（3）SMEC

　　SMECの活用・運営のための委員会を設置し、同センターの運営・管理、施設の年間活用計

画、及びプロジェクト終了後の維持管理予算確保の検討を行うこと。

（4）人員配置（C／ P のインセンティブ）

　　C／ Pの採用・配置については、より効果的・効率的な技術協力を実施するために、今後も

専門家チームともよく協議しながら取り組むこと。また、ワークショップやインサービスト

レーニングについては、C／ Pだけではなく、該当分野の教官全体に技術移転ができるように

可能な限り配慮すること。

（5）中・長期計画の策定

　　中・長期計画については、日本・カンボジア双方で検討し、2003年７月までにそのドラフト

を完成する。また、プロジェクトが延長された場合は、その計画の実施可能性やより詳細な調

査に日本・カンボジア双方で取り組むこととする。
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５－ 2　教　訓

（1）プロジェクト期間

　　教育分野のプロジェクトを実施する場合は、その効果の発現までに時間を要する場合が多

く、特に当該国で初めて協力を開始する場合は、その実施期間の設定は慎重に検討すべきであ

る。

（2）プロジェクト評価

　　プロジェクトの評価については、計画開始時より、具体的な評価指標を設定し、その指標の

有効性等についても、プロジェクト開始からなるべく早い段階で見直すべきである。





付　属　資　料

１．ミニッツ

２．PDM0

３．PDM1

４．PDMe（日本語）

５．評価グリッド

６．科目別計画達成度

７．プロジェクト実施体制
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